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連 結 注 記 表 
 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数   ３社 

株式会社エージーピー中部 

株式会社エージーピー沖縄 

Airport Ground Power (Thailand) Co.,Ltd 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

持分法会社の数及び持分法会社の名称 

持分法適用関連会社の数  ２社 

株式会社Ａリリーフ 

Smart Airport Systems Japan 株式会社 

 

3. 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

ｂ 市場価格のない株式等 

主として総平均法による原価法 

 

② 棚卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ａ 商品、製品及び仕掛品…フードシステム事業に係る製品及び仕掛品は、先入先出法を採用し

ております。 

その他事業に係る商品及び製品、仕掛品は、主に個別法を採用して

おります。 

ｂ 原材料費及び貯蔵品……主に移動平均法を採用しております。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

ａ 定額法………建物、関西空港・那覇空港・広島空港の構築物・機械装置、 

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 

ｂ 定率法………上記以外の有形固定資産 

 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３～38年 

機械装置及び運搬具 ２～17年 

また、2007年３月 31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法を採用しております。 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年) に基づく定額法を採

用しております。また、特許権については、８年の定額法を採用しております。 

 

③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合

う額を計上しております。 

 

③ 製品保証引当金 

販売製品の将来の品質保証に伴う支出に備えるため、過去の実績に基づき、今後必要と見込ま

れる額を計上しております。 

 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジを採用しております。但し、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は振当処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

 

③ ヘッジ方針 

社内規定に基づき、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避するため、キャッシュ・フロ

ーを円貨で固定することを目的に、必要に応じてヘッジすることとしております。 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。 

 

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）等を適用しており、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識

に関する注記」に記載のとおりであります。 
 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見込額に基

づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

4. 会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更 

「収益認識に関する会計基準」等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）等を当連結会計年

度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる

場合には工事進行基準を、それ以外の工事には工事完成基準を適用してまいりましたが、履行義

務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履

行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収すること

が見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、少額または工期が短い

工事については、一時点で収益を認識しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当連結

会計年度の損益に与える影響もありません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」

に表示していた「受取手形及び営業未収入金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「営業未収

入金」、「契約資産」にそれぞれ区分表示しております。 

 

「時価の算定に関する会計基準」の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ

ととしております。これによる、連結計算書類に与える影響はありません。 

 

5. 表示方法の変更 

「連結貸借対照表」 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「特許権」（当連結会計年度 381 千円）につ

いては、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては無形固定資産の「その他」に含め

て表示しております。 

 

6. 重要な会計上の見積り 

(1) 有形固定資産の減損 

① 当連結会計年度計上額      178,579千円 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社グループは、有形固定資産が減損している可能性を示す兆候がある場合には減損テストを

実施しております。 

減損テストにおける回収可能価額は、将来キャッシュ・フローや割引率等の仮定に基づいて見

積りを行っています。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、

将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があります。 

なお、当連結会計年度において、空港整備計画の変更や見直しや、後継機種の発表・販売などに

より今後の使用が見込めないと判断した建設仮勘定や機械装置等につき、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、帳簿価額との差額 178,579 千円を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の主な内訳は、建設仮勘定 160,580 千円、ソフトウエア仮勘定 13,149 千円、機械装置

4,848千円であります。 

回収可能価額については、実質的な価値がないと判断し、備忘価額としております。 
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 (2) 繰延税金資産の回収可能性 

① 当連結会計年度計上額      661,784千円 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲で見積

りを行っています。 

課税所得が見込まれる時期及び金額は、経営者の最善の見積りと判断により決定しております

が、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があります。 

 

7. 追加情報 

 (1)新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の影響に関して、当社は厳重な対策を実施した上で事業活動を継続して

おります。 

新型コロナウイルスの今後の拡がり方や収束時期等についての統一的な見解は未だ発表されておら

ず、ワクチンの普及が進む一方で変異株が出現するなど、その影響には不確定要素が多く、今後の収

束時期等の予測は困難であります。当社グループは、連結計算書類作成時に入手可能な外部情報等を

踏まえて、一定期間にわたり当該影響が継続する仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性等の会計上

の見積りを行っております。 

なお、新たな外部情報等を入手した際は都度、将来課税所得の会計上の見積りを実施検証しており

ますが今後の新型コロナウイルス感染症や経済状況の変動によって本会計上の見積りは影響を受ける

可能性があります。 

 

(連結貸借対照表に関する注記） 

有形固定資産の減価償却累計額      18,240,246 千円 

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の総数  普通株式 13,950,000株 

 

2. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

無配のため該当事項はありません。 

 

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 

1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022年 6月 21日 

定時株主総会 
利益剰余金 69,739 ５ 2022年３月 31日 2022年６月 22日 

 

(金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、金融機関からの借入等により資金

を調達しております。 

受取手形及び営業未収入金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、契約管理規則に沿ってリス

ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っています。 

営業未払金は、全て１年以内の支払期日であります。借入金、リース債務は、主に新型コロナウイ

ルス感染症拡大の長期化に備えて、経営の安定化を図るべく手元資金を厚くすることを目的としたも

のであり、償還日は決算日後、最長で８年５ヶ月後であります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月 31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。 

 (単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額(*2) 
時価(*2) 差額 

 (1) 投資有価証券 

     その他有価証券 

 (2) 長期借入金（１年内返済予定含む） 

 (3) リース債務（１年内返済予定含む） 

  

110,525  

 (1,128,762) 

(22,091) 

   

110,525  

 (1,132,571) 

(22,014) 

 

－  

3,809 

△76 

(*1)「現金及び預金」、「営業未収入金」、「電子記録債権」並びに「営業未払金」については，現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(*2)負債に計上されているものについては、( ) で示しております。 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 (1) 投資有価証券 

これらの時価については、取引所の価格によっております。 

 (2) 長期借入金（１年内返済予定含む）及び(3) リース債務（１年内返済予定含む） 

長期借入金（１年内返済予定含む）及びリース債務（１年内返済予定含む）の時価については、元利金の合

計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(注 2) 市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は、102,534千円であります。 

(注 3) 長期借入金（１年内返済予定含む）及びリース債務（１年内返済予定含む）の決算日後の返済予定額 

 (単位：千円) 

区分 １年内 
１年超 

２年内 

２年超 

３年内 

３年超 

４年内 

４年超 

５年内 
５年超 

長期借入金 

（１年内返済予定含む） 
249,864 271,164 229,664 158,070 75,000 145,000 

リース債務 

（１年内返済予定含む） 
6,189 6,111 6,167 3,623 －  －  

合計 256,053 277,275 235,831 161,693 75,000 145,000 

 

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

 (単位：千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

     その他有価証券 

  

  110,525  

 

－  

 

－  

  

  110,525  

 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 (単位：千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金（１年内返済予定含む） 

リース債務（１年内返済予定含む） 

－  

－  

  1,132,571  

  22,014  

－  

－  

  1,132,571  

  22,014  

 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。 

 

長期借入金（１年内返済予定含む）及びリース債務（１年内返済予定含む） 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております 

 

 

 (収益認識に関する注記） 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 

報告セグメント 

合計 

動力事業 整備事業 付帯事業 

売上高 

 一時点で移転される財又は 

サービス 

 

 一定の期間にわたり移転され 

る財又はサービス 

 

3,647,752     

 

 

－  

 

4,932,749        

 

 

－  

 

1,733,043 

 

 

－  

 

10,313,545 

 

 

－  

 顧客との契約から生じる収益 3,647,752 4,932,749 1,733,043 10,313,545 

 その他の収益（注） －  －  68,003 68,003 

 外部顧客への売上高 
 

3,647,752   

 

4,932,749        

 

1,801,046 

 

10,381,548 

（注）「その他の収益」の主な内容は、「リース会計基準」の範囲に含まれる航空機用電源設備賃貸収入等

であります。 
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2. 収益を理解するための基礎となる情報 

工事契約に関して、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが

見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、少額または工期が短い工事に

ついては、一時点で収益を認識しております。 

上記以外の顧客との契約から生じる収益については、財又はサービスの提供を顧客が検収した時点

で履行義務が充足したと判断しており、同時点で収益を認識しております。 

 

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

当連結会計年度における契約資産の期末残高、並びに、契約負債の期末残高はございません。 

 

 (１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額                  670円 90銭 

2. １株当たり当期純利益                 0円 81銭 

 

(重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

(その他の注記） 

 該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

 

(2)その他有価証券 

ａ 市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

ｂ 市場価格のない株式等 

主として総平均法による原価法 

 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品、製品及び仕掛品…フードシステム事業に係る製品及び仕掛品は、先入先出法を採用して

おります。その他事業に係る商品及び製品、仕掛品は、個別法を採用し

ております。 

② 原材料費及び貯蔵品……移動平均法を採用しております。 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

① 定額法………建物、関西空港・那覇空港・広島空港の構築物・機械装置、 

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 

② 定率法………上記以外の有形固定資産 

 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３～38年 

機械装置及び運搬具 ２～17年 

また、2007年３月 31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 (５年) に基づく定額法を採用し

ております。 

 

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う額を計

上しております。 

 

(3) 製品保証引当金 

販売製品の将来の品質保証に伴う支出に備えるため、過去の実績に基づき、今後必要と見込まれる

額を計上しております。 
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(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数 (14年) による定額法

により翌事業年度から費用処理しております。 

 

5. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジを採用しております。但し、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については振

当処理を採用しております。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

 

(3) ヘッジ方針 

社内規定に基づき、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避するため、キャッシュ・フローを

円貨で固定することを目的に、必要に応じてヘッジすることとしております。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。 

 

6. 収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）等を適用しており、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識しております。 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の

「収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。 
 

7. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

該当事項はありません。 

 

8.  会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更 

「収益認識に関する会計基準」等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）等を当会計年度の

期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる

場合には工事進行基準を、それ以外の工事には工事完成基準を適用してまいりましたが、履行義

務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履

行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収すること

が見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、少額または工期が短い

工事については、一時点で収益を認識しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当会計

年度の損益に与える影響もありません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前会計年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び営業未収入金」は、当会計年度より「受取手形」、「営業未収入金」、「契

約資産」にそれぞれ区分表示しております。 
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「時価の算定に関する会計基準」の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することと

しております。これによる、計算書類に与える影響はありません。 

 

9.  重要な会計上の見積り 

(1) 有形固定資産の減損 

① 当事業年度計上額      178,579千円 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表「6. 重要な会計上の見積り」を参照ください。 

 

(2) 繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度計上額      658,171千円 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表「6. 重要な会計上の見積り」を参照ください。 

 

10. 追加情報 

 (1) 新型コロナウイルス感染症の影響 

連結注記表「7. 追加情報 (1) 新型コロナウイルス感染症の影響」を参照ください。 

 

(貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額        18,227,832 千円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権        601,859千円 

関係会社に対する短期金銭債務         35,328千円 

 

(損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引 

営業取引による取引   

 売上高 3,922,808 千円 

 仕入高 170,594 千円 

営業取引以外の取引 138 千円 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末日における自己株式の数   普通株式 2,135株 
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(税効果会計に関する注記） 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 

未 払 事 業 税 8,860 千円 

未 払 賞 与 84,886 千円 

退 職 給 付 引 当 金 551,750 千円 

製 品 保 証 引 当 金 405 千円 

減 価 償 却 超 過 額 2,240 千円 

減 損 損 失 80,151 千円 

未 払 社 会 保 険 料 14,918 千円 

繰 越 欠 損 金 209,377 千円 

そ の 他 34,900 千円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 987,491 千円 

評 価 性 引 当 額 △321,822 千円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 665,669 千円 

   

 

2. 繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 

資産除去債務に対応する除去費用 △5,783 千円 

その他有価証券評価差額金 △1,713 千円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △7,497 千円 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 658,171 千円 

 

(その他の注記） 

該当事項はありません。 

 

(関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

その他 

の関係 

会社 

日本航空㈱ 
東京都 

品川区 
273,200,000 航空運輸 

所有 

直接   0.0 

被所有 

 直接 33.3 

－ 

航空機用動力

供給及び施

設・設備の保

守・整備 

動力事業収益 

整備事業収益 

付帯事業収益 

1,489,333 

978,332 

52,159 

営業未

収入金 
458,784 

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 航空機用動力供給については、APUのコストを勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2) 施設・設備の保守・整備については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

2. 子会社及び関連会社等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

その他 

の関係 

会社 

全日本空輸㈱ 
東京都 

港区 
25,000,000 航空運輸 

所有 

直接   ― 

被所有 

  間接 20.0 

－ 

航空機用動力

供給及び施

設・設備の保

守・整備 

動力事業収益 

付帯事業収益 

1,357,143 

20,861 

営業未

収入金 
123,820 

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 航空機用動力供給については、APUのコストを勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2) 施設・設備の保守・整備については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

2. 法人主要株主である全日本空輸(株)は持株会社である ANAホールディングス(株)の 100％子会社であり、 

当社株式の所有名義は ANAホールディングス(株)となっております。 
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(収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

 連結注記表と同一であります。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額                  649円 31銭 

2. １株当たり当期純利益                 0円 12銭 

 

(重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

(連結配当規制適用会社に関する注記） 

該当事項はありません。 


